
■平成25年度施策評価の結果概要一覧（政策の基本目標02）

・前期計画最終目標[Ｈ27]の達成見込み：Ａ　順調　Ｂ　概ね順調　Ｃ　やや遅れている　Ｄ　遅れている

・指標の※印は総合計画（基本計画）に記載していないもの。★印は後期計画反映として目標未設定のもの。

外部要因 内部要因

02生きる力を育み、文化が躍動するまちづくり（政策統括監：まちづくり部長）

02-01学校教育の充実・家庭や地域の教育力の向上

02-01-01知・徳・体を育む

①
標準学力検査（Ｎ
ＲＴ）における全国
比（小学４年）

標準学力検査の成
就指数（ＮＲＴ）

109 115 112 111 150.0%

②
標準学力検査（Ｎ
ＲＴ）における全国
比（中学２年）

標準学力検査の成
就指数（ＮＲＴ）

100 97 102 103 99.0%

③
小学校新体力テス
ト優秀児童の割合

新体力テストの集
計による

43.3% 44.7% 37.8% 45.0% 84.0%

④
※　学校給食の喫
食率（小学校）

市内3給食センター
で提供している給
食の喫食率

89.14%
[Ｈ24年度]

89.14% 89.79% 90.50% 未達成

⑤
※　学校給食の喫
食率（中学校）

市内3給食センター
で提供している給
食の喫食率

86.65%
[Ｈ24年度]

86.65% 89.50% 90.50% 未達成

02-01-02児童生徒への支援

①
※　奨学金の貸与
決定率

決定者÷選考基準
を満たす申請者

100％
（38人/38人）

100％
（23人/23人）

100％
（23人/23人）

100％ [100%]

②
不登校出現率（小
学校）

各学校からの報
告

0.17%
（10人）

0.23%
（12人）

0.27%
（15人）

0.10% 未達成

③
不登校出現率（中
学校）

各学校からの報告
2.79%

（83人）
1.62%

（47人）
1.62%

（46人）
2.10% 達成

＃
政策
体系 成果の定義 指標の説明

基準年度
実績[H20]指標名 H24実績 H25実績

前期計画
最終目標

［H27］

最終目標
達成率

指標では読み取れない成果
最終見

込
[Ｈ27]

成果の達成状況の要因

1

  学力水準の維持向上を図るた
め学習指導を充実することによ
り、児童生徒の自ら考え学ぶ力が
育成されること。

Ｂ

①文部科学省の調査で、首都圏等都
市部より、地方の児童生徒の体力が
低いという傾向が出ている。

②飽食の時代といわれるように社会
一般に食があふれており、給食に対
しても、残さず食べる好き嫌いせず食
べるという意識が低くなってきている
のではないかと考えられる。

①小学校の学力について、各校の授
業改善のための積極的な取組みが
行われている。

②中学校については、学習状況調査
生徒質問紙の回答を見ると、家庭学
習時間は全国値よりも低いものの、
昨年度より学習時間が伸びてきてい
る。

③体力テストの結果によると成績上
位者の全体に占める割合が少ない

①経済的理由により奨学金の利用を
希望したすべての者に貸与できる予
算枠を確保している。

②生徒の問題行動・不登校に対応す
るため教育相談員や適応指導教室
を設置し、きめ細かく対応している。

2

  経済的・社会的に就学困難な者
に対して等しく就学機会の確保が
図られていること。

Ｂ

①不登校の原因としては、友人関係
の問題が最も多く、原因不明、怠惰
等がそれに続く。

②小中ともに、社会・家庭環境の多
様化により教員による指導や支援だ
けでは解決が難しい事例が増えてい
る。
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■平成25年度施策評価の結果概要一覧（政策の基本目標02）

外部要因 内部要因
＃

政策
体系 成果の定義 指標の説明

基準年度
実績[H20]指標名 H24実績 H25実績

前期計画
最終目標

［H27］

最終目標
達成率

指標では読み取れない成果
最終見

込
[Ｈ27]

成果の達成状況の要因

02-01-03学校・家庭・地域が連携した教育の充実

①
学校図書館ボラン
ティアの人数

学校への照会によ
る集計

254人 218人 232人 280人 △84.6%

②
小学校におけるス
クールガードの人
数

学校への照会によ
る集計

887人 499人 570人 1,000人 △280.5%

③
小中学生向けもの
づくり人材育成事
業受講者数

実数把握 1,135人 946人 971人 920人 105.6%

④
※　放課後子ども
教室のボランティ
ア人数

・放課後子ども教
室推進事業におけ
る効果指標・実施
した３地区のコー
ディネータ、安全管
理員、学習アドバ
イザの人数を合計

100人 56人 59人 100人 [59%]

⑤
※　児童の学校図
書平均年間貸出
数

学校図書館運営状
況報告書(市調査)
による数値で、これ
まで目標値の設定
はしていない

40.3冊 59.8冊 67.2冊 － －

⑥
※　家庭学習時間平
日１時間以上の割合
（６年生）

・北上市教育振興
基本計画（H23～
32）における成果
指標・学校への照
会による集計

57%
（Ｈ21）

68.6% 81.9%
67.0%

（H32）
122.2%

02-01-04教育環境の整備

①
★　学校施設に対
する満足度

定点観測：担当課 － － －
（後期計画反

映） －

②
教育用パソコン１
台当児童生徒数
［小・中］

コンピュータの整備
率

9.5人
7.9人

9.82人
7.53人

9.65人
7.68人

6.1人
5.0人

△4.4％
7.6％

③
学校図書館蔵書
標準達成校数
［小・中］

学校基本調査報告
による

 3校
0校

3校
0校

4校
0校

7校
3校

25％
0％

④
地場産野菜利用
率（学校給食）

市内3給食センター
における北上産野
菜の利用率

26.1% 20.3% 15.8% 40.0% 未達成

3

学校評議員制度や地域ボランティ
アによる学習支援活動、部活動
指導、校内環境整備、安全確保、
学校行事の運営支援など、学校
と家庭・地域とが連携した教育活
動が活発に展開されている。これ
により子どもの学ぶ力、地域理
解、行動規範意識の向上につな
がる体制づくりを進めている。

　児童生徒の問題行動発生件数
が、減少している。
（H20：44件→H25：27件）

Ｃ

①図書ボランティアは、共働き世帯が
多いなど人的確保が難しい。

②スクールガードは高齢者のボラン
ティア参加者が固定化してきている

③小中学生向けものづくり人材育成
事業の「いきいきゲーム」は、講師・
サポーター（ボランティア）の協力によ
り学校の希望時期に実施することが
できた。

④23年度に放課後子ども教室を実施
していた岩崎地区（参加528人）は24
年度から自治協議会の主催事業と
なった。

⑤地域住民にとって、学校で行われ
ている地域支援活動の内容、学校が
必要としている支援活動の情報を知
る機会が少ない。

①図書ボランティア募集等を機会をと
らえて積極的に行った学校が一部に
とどまっている。

②子ども創造塾事業「いきいきゲー
ム」の実施について、早い時期に学
校に周知したことが受講者の増加に
繋がった

③人材育成研修ができず、ボランティ
ア養成が遅れている。

④学校が教科指導と関連させた図書
館活用など、利用促進のための取組
みを行った。

⑤中学校区単位に設けた学力向上
委員会が、家庭学習強化週間やノー
テレビ・ゲーム運動を家庭に呼びか
け、連携して取り組んだ学区があっ
た。

⑥学校が必要とする地域支援を行え
る地域住民の情報、これらをマッチン
グする仕組みが不足している。

①図書を収納する書架の不足や図
書室が狭く書架を収納するスペース
が確保できない学校がある。

②花巻農協ブランドの販売により北
上産が特定しづらくなっている中で、
地場産＝北上産と定義してきた。

4

  児童、生徒がより充実した環境
の中で教育を受けることができ
る。

○全学校のコンピュータ室で、パソ
コンを児童生徒が１人１台使用で
きるよう整備できている。（指標②
を見直しする。）

○H25から３カ年間で図書の充足
率を高めていく計画を実行し、充
足率が上がっている。（平均 H24：
77％→H25：80％）

○小中学校の耐震化が96％完了
している。

○学校のトイレ便器の洋式化への
改善を、H25から年次計画で開始
している。

Ｃ

①国が教材費や学校図書費につい
て交付税措置している一方で、交付
税総体が削減された。

②市内産野菜は生産量が限られて
いる中、大型店との直接契約をする
農家が増えてきた。

③納入農家の中に高齢化で栽培を
やめた農家があった。
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■平成25年度施策評価の結果概要一覧（政策の基本目標02）

外部要因 内部要因
＃

政策
体系 成果の定義 指標の説明

基準年度
実績[H20]指標名 H24実績 H25実績

前期計画
最終目標

［H27］

最終目標
達成率

指標では読み取れない成果
最終見

込
[Ｈ27]

成果の達成状況の要因

02-02社会教育の充実

02-02-01生涯を通じた学習機会の充実

①
※　北上市民大学
受講者数

市民大学、大学院
地元学部及び法学
部の延受講者数

878人 1,173人 1,278人 1,300人 94.8%

②
交流センター生涯
学習事業参加者
数

実績報告書による 67,709人 66,701人 60,597人 70,000人 △310.4%

③
生涯学習まちづく
り出前講座参加者
数

生涯学習まちづくり
出前講座の受講者
数

9,227人 16,988人 15,129人 9,500人 2161.90%

02-02-02いきいきとした地域社会をつくる社会教育の推進

①
※　自治公民館生
涯学習事業参加
者数

活動調査票に報告
のあった事業の参
加者数

169,877人
（１館当たり

671.45人）

185,351人
（１館当たり

732.61人）

192,657人
（１館当たり

770.63人）

195,000人
（１館当たり

770.75人）
90.7%

②
※　地域の教育力
向上に係る事業数

市と地区交流セン
ターが実施する関
連事業数（フォーラ
ム、青少年対象事
業等）

－ 55事業 72事業 41事業 達成

02-02-03社会教育機能の充実

①
※　図書館入館者
数

図書館・自動車文
庫総入館者数

356,686人 336,703人 332,114人 350,000人 94.9%

②
市民一人当たりの
図書貸出冊数

総貸出冊数/総人
口

5.5冊 4.76冊 4.76冊 6.0冊 △148％

③
★　図書館利用者
の満足度

定点観測：担当課 － － － （後期計画反
映） －

④
教育文化施設の
利用者数（博物
館）

日計表による 25,729人 23,333人 21,412人 26,000人 △1593％

⑤
教育文化施設の
利用者数（鬼の
館）

日計表による 22,838人 18.546人 19,246人 25,000人 △166.1%

5

・年代に応じた様々な学習機会が
提供されることにより、市民の生
涯学習の欲求を満たしているこ
と。
・グループや企業・団体等の自主
的な生涯学習が促進され、市民
が気軽に生活の中に学習を取り
入れることができること。

Ｂ

①市民大学は23期となり、毎年度の
講師陣や講座のテーマを厳選してお
り、継続や新規の受講生者のほか、
聴講生も多く、市民の生涯学習の場
として定着している。

②地区交流センターでは、地域の人
材や市内外の講師を活用するなど、
工夫しながら講座を開催している。

③出前講座は市や公共機関の職
員、民間企業や個人講師など多種多
様な講座があり、受講者の選択の幅
が広がっている。

①市民大学は市民の運営委員が市
の担当とともに講座を企画・運営して
おり、アンケートに基づく受講者の
ニーズ調査や、時代の変化に合わせ
た学習内容を協議検討している。

②地区交流センターの生涯学習担当
向けの研修として、県の講座を随時
紹介するとともに、市でも研修を開催
し、担当者のスキルアップを図ってい
る。

③出前講座は、受講者の利用しやす
さや、多様な講師が登録できるよう工
夫している。

①16地区の自治組織を通じて、年１
回の活動交付金の交付前に自治公
民館活動状況を把握し、市が活動交
付金を交付している。

②地区交流センターの生涯学習事業
計画立案の際に、学校・家庭・地域の
連携による家庭教育に関する事業、
放課後における子どもの居場所づく
りの推進、子どもたちの安全対策に
関する事業のいずれかに取り組むよ
う指定管理仕様書に位置付けてい
る。

6

・住民の自治活動や生涯学習活
動が充実し、コミュニティが醸成さ
れている状態。
・家庭、学校、地域、行政が連携
して子どもたちの学力向上や生き
る力の修得のための課題に取り
組んでいる。

Ａ

①自治公民館では、幼稚園、保育
園、子ども会等と連携し、各地に伝わ
る年中行事やまつり、交通安全、環
境整備、スポーツ、伝統芸能保存活
動、交流活動等、地域の特徴を生か
した事業に取り組んでいる。

②地区交流センターでは、少年少女
学級、家庭教育学級、地域づくり活動
などを通じ、小中学校や地域住民と
の連携により子どもたちの健全育成
に取り組んでいる。

7

・社会教育施設の内容が充実し、
各施設の多様な展示や資料に触
れるなど郷土の歴史、文化、自然
や民俗、多様な図書などを活用し
た市民の生涯学習意識が向上と
なっていること。

　図書館の開館時間延長や祝日
開館により、県内の図書館利用者
減少傾向の中でも他市より減少割
合が低い。

Ｄ

①インターネット等の媒体が普及して
いる。(図）

②県内全般で図書館利用者が減少
傾向にある。（図）

③大型バスの乗り入れが減少してい
ることから、旅行スタイルが団体から
小グループに変化している傾向がう
かがわれ、多くの入館者が見込めな
くなっている。(博）

④団体入館者が減少しており、来館
者の単位が小さくなっている。（鬼）

①平成22年度からともしび号の台数
が減少となった。(図）

②開館時間の延長や祝日開館等を
試行した。(図)

③限られた人的体制のなかで、常設
展の改善や新たな事業展開が難し
い。（博、鬼）

④博物館は昭和48年の開館以来、
鬼の館は平成6年の開館以来、いず
れも展示のリニューアルをしていな
い。
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■平成25年度施策評価の結果概要一覧（政策の基本目標02）

外部要因 内部要因
＃

政策
体系 成果の定義 指標の説明

基準年度
実績[H20]指標名 H24実績 H25実績

前期計画
最終目標

［H27］

最終目標
達成率

指標では読み取れない成果
最終見

込
[Ｈ27]

成果の達成状況の要因

02-03スポーツの振興

02-03-01スポーツを通した健康づくり

①
体育施設・学校開
放利用回数（市民
1人当）

施設利用者数／北
上市人口

7.8回 8.1回 7.8回 8.6回 0.0%

02-03-02競技力向上への支援

①

岩手県民体育大
会の入賞数（個
人・団体／4位以
内）

岩手県民体育大会
の入賞数（個人・団
体／4位以内）

77 120 135 95 322.2%

② 国体出場数 国体出場数 35人 30人 33人 50人 △13.3%

③
スポ－ツ少年団登
録者率

スポ－ツ少年団登
録者率

35.0% 34.7％ 33.60% 40.0% 未達成

④ スポーツ合宿数 スポーツ合宿数 1 0 2 5 25.0%

⑤
※　市内小中学生
の全国大会への
出場者数

児童・生徒表彰の
実績データ

47人 45人 26人 50人 △700％

02-03-03スポーツ環境の整備・充実

①
スポーツ情報提供
数

ホームページや広
報等への情報提供
数

6件 15件 30件 40件 70.6%

②
体育施設の利用
者数

体育施設の利用者
数

492,075人 531,316人 501,474人 540,000人 19.6%

①国体に向けて陸上競技場の大規
模な改修工事を行ったため、利用制
限が生じた。

○主要スポーツ施設利用状況
北上陸上競技場（メイン競技場）
平成24年度　59,749人
平成25年度　19,038人

北上総合体育館
平成24年度　  99,718人
平成25年度　118,529人

総合運動公園利用回数（施設毎
利用回数）
平成24年度　11,533回
平成25年度　12,321回

Ｂ

①スポーツ施設の改修時期にきてお
り、陸上競技場が走路改修等で6月
から3月まで、和賀体育館が耐震工
事で12月から3月まで利用ができな
かった。

②市民の健康志向が高まっている
が、市民ニーズに即したニュース
ポーツ等の普及が遅れている。

50％以上 －

9

各競技団体主導のもと、競技力
向上に取り組み、競技力の水準
を高め、各種大会において優秀な
成績を収めている。

8

  適度な運動により体調がよくな
り、発汗により精神的爽快感を得
る。スポーツの「遊び、楽しむ」こと
を基本に、市民の健康と体力づく
りにつながっている。

②
週１回以上スポー
ツ・運動を行ってい
る人の割合

市民意識調査結果
による

25.4%
（Ｈ24）

○中学生の東北大会出場人数
　平成24年度　49名
　平成26年度  60名

Ｃ

①各競技協会や学校運動部の活発
な活動により、優秀な選手の育成が
図られ、県民大会での入賞者数や国
体出場者数の増につながっている。

②国体に向けた強化の一環として競
技協会で合宿誘致の取り組みがなさ
れた。

③子供の校外活動の多様化によるス
ポーツ離れによりスポ少登録数が減
少している。

④小中学生の東北大会への出場者
数は増加したが、全国大会への出場
者数が減少している。

25.4％ －

①体育協会と連携した選手強化事業
の継続による成果がでている。

②各種大会への開催費や参加費を
補助したことにより、試合数が増え経
験値が上がるなど競技団体の強化に
つながった。

③スポーツ合宿費補助金のPRや競
技協会による誘致等の効果が実績に
表れてきている。

④少年スポーツへの施策強化が小
中学生の東北大会レベルの出場者
数の底上げに結びついている。

10

  施設環境が整い、市民誰もが気
軽に体育施設を利用し、スポーツ
ライフを楽しんでいる。

○主要スポーツ施設利用者数
北上陸上競技場
　平成24年度　59,749人
　平成25年度　19,038人

北上総合体育館
　平成24年度　  99,718人
　平成25年度　118,529人

Ｂ

③
★　スポーツ環境
に満足している人
の割合

市民意識調査によ
る［隔年実施］ － 64.7％ －

（後期計画反
映） －

①総合運動公園体育館で実業団大
会や全国規模の大会はあったもの
の、国体に向けて陸上競技場の大規
模な施設改修工事を行ったため、利
用制限が生じた。

①市民の健康志向・運動意識の高ま
りを受け、広報やホームページなどで
スポーツ情報の提供を行った。

②スポーツ施設の改修時期にきてお
り、が充実してきているが、陸上競技
場が走路改修等で6月から3月まで、
和賀体育館が耐震工事で12月から3
月まで利用ができなかった。
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■平成25年度施策評価の結果概要一覧（政策の基本目標02）

外部要因 内部要因
＃

政策
体系 成果の定義 指標の説明

基準年度
実績[H20]指標名 H24実績 H25実績

前期計画
最終目標

［H27］

最終目標
達成率

指標では読み取れない成果
最終見

込
[Ｈ27]

成果の達成状況の要因

02-04芸術文化の振興・国際交流の推進

02-04-01芸術文化活動の推進

①
市民芸術祭の参
加者数(出演者、
出品者等)

北上市民芸術祭の
発表会等の出演
者、展示等の出品
者数

5,797人 8,704人 9,036人 7,000人 269.2%

②
詩歌文学館の利
用者数

現代詩歌文学館の
入館者数

37,325人 27,330人 27,225人 41,000人 △274.8%

③
詩歌文学館のレ
ファレンス利用数

詩歌文学館への調
査問合せの利用数

400件 295件 343件 420件 △285.0%

④
さくらホールの利
用者数

さくらホールの入場
者、利用者人数

261,419人 284,498人 280,274人 275,000人 138.8%

02-04-02ふるさとの文化財と伝統文化の継承

①
民俗芸能団体連
合会への登録団
体数

民俗芸能団体連
合会の総会資料

78団体 66団体 64団体 78団体 [82.1%]

②
民俗芸能を発表す
る機会の数

市、自治会、観光
協会、民俗芸能保
存団体等が実施し
た年間延べ回数

32回 64回 53回 54回 95.5%

11

・芸術文化活動の場が多くの市民
に利用され、芸術文化活動向上
の一翼を担っている。
・質の高い芸術文化の鑑賞機会
が増えることにより豊かな感受性
を生み、また創作活動の一助と
なっている。
・市民の自主的な芸術文化活動
が活発になり次世代へと受け継
がれている。

①市民芸術祭は、芸術への関心度
が高まっており、参加者数が増加し
ている。

②詩歌文学の硬さや難しさのイメー
ジがあり、利用者数は伸び悩んでい
る。

③さくらホールの施設の充実や利用
しやすい運営により入場者・利用者
が伸びている。

①市と芸術祭実行委員会が連携し、
創意工夫して取り組んでいる。

②市民ニーズの多様化に対応し専門
性を追求する一方、市民が利用しや
すい施設とするため文学館の法人化
に取り組んだ。

③さくらホールの利用促進等のため、
市と指定管理者と定期的な会議、打
ち合わせを開催した。

12

 長い歴史のなかで育み守り伝え
られてきた文化財を多角的に活
用できるよう調査研究し、その成
果を公開し、先人の生き方や文化
を学び、先人が保存伝承してきた
知恵や技、文化財が次世代に継
承されていること。

Ｂ

①少子高齢化、農村部の人口減少な
ど社会環境の変化により、地域に伝
承されていた田植踊、盆踊など公演
機会の少ない団体が活動を休止する
ようになり、民俗芸能団体連合会の
加盟団体が減少してきた。

②地域にある史跡や民俗芸能などが
再評価されることにより、地域の文化
財を活用した事業を展開する団体が
多くなってきた。

③さくらまつりに合せた「おもてなし鬼
剣舞公演」や年間を通して行われる
「まちなか鬼剣舞公演」など観光やま
ち起こしに伴う公演が増加した。

④世代交代による価値観の相違など
により、未指定文化財に対する関心
が薄れている。

①年度によって増減するイベント回
数に、比例して民俗芸能公演回数に
も多少の増減がある。（24年度が例
年より多く、23年度は51回で、相対的
には増加）

②民俗芸能公演では、観覧者に芸能
の由来や特徴を丁寧に解説してい
る。

③「おもてなし鬼剣舞公演」、「まちな
か鬼剣舞公演」「鬼の館芸能公演」の
日程を固定している。

④職員体制や財源に制約がある中
で、必要な文化財指定を着実に行っ
ている

Ｂ

③ 指定文化財件数
国・県・市指定文
化財の累計数

158件 160件 163件 168件 50.0%
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■平成25年度施策評価の結果概要一覧（政策の基本目標02）

外部要因 内部要因
＃

政策
体系 成果の定義 指標の説明

基準年度
実績[H20]指標名 H24実績 H25実績

前期計画
最終目標

［H27］

最終目標
達成率

指標では読み取れない成果
最終見

込
[Ｈ27]

成果の達成状況の要因

02-04-03国際化に対応したまちづくりの推進

①
国際交流ボラン
ティア数

国際交流ルームに
登録しているボラ
ンティア登録者（登
録料納入者）数

114件 100件 132件 130件 112.5%

③
学校教育における
国際理解教育日数
（小学校）

小学校での指導
（訪問）回数

175回 311回 275回 350回 57.1%

13

 様々な国際文化に触れる機会が
増え、国際交流活動を行う人材が
育ち、外国人が暮らしやすいまち
づくりが進められている。
 子どもの頃からの語学指導や生
の英語に触れることにより国際理
解を深め、様々な文化と交流でき
る人材が育っている。

10.0%

④
学校教育における
国際理解教育日数
（中学校）

中学校での指導
（訪問）回数 147回

Ｃ

①ワンワールドフェスタやアジアマス
ターズの開催がきっかけとなり、国際
交流に関する関心が高まり、国際交
流ルームの一般ボランティア登録数
は達成している。

②さくらまつり等各種大会などに外国
人が訪れる機会が増加しているが、
案内板等の新たな設置やの更新が
少なく、多言語表記が進んでいない。

③小学校では、外国語理解教育が実
施され、時間割に授業が増えたこと
で、英語指導助手の活用が進んでい
る。

④上野中等の大規模校には、県教委
から英語指導助手が派遣されている
が、平成２５年度は１名減員された。

①在住外国人の相談業務、多文化
紹介事業など国際交流ルームで主
催する各種事業は、登録ボランティア
に支えられているのが現状であり、通
訳ボランティアを含めた新たな募集
活動は、開始したばかりであり遅れて
いる。

②庁内の国際都市へ向けた事業の
取り組みはスタートしたばかりであ
る。

③国際化を積極的に進めるためには
英語指導助手の増員が必要と考えら
れる。

④県教委からのＮＳ派遣が減員と
なったため、幼稚園、保育園、小学校
への派遣回数を減らし、中学校への
市の英語指導助手派遣回数を確保
した。

②
公共施設案内板
等における外国語
案内表記率

公共施設の外国語
案内表記率 1％以下 1％以下 10.0%1％以下

157回 261回 200回 215.0%
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